
JICAベトナム法整備支援フェーズⅢ 

(2003/07/01～2007/03/31)

「成果物の普及」について

１ プロジェクト概要

A 立法支援

① 民法

② 民事訴訟法・破産法

③ 民事関連法令

・ 不動産登記法

・ 担保取引登録令

 （担保取引登録法）

・ 判決執行法

・ 国家賠償法

・ WTO加盟に伴う必要法令研究

（共助法等）

            

B 人材育成支援

① 法曹人材育成

・ 国家司法学院（カリキュラム策

定・教科書編集）

・ 検察院（刑事検察官マニュアル

編集）

② 判決書標準化・判例整備

・判決書マニュアル編集

・判例制度導入への提言
③ ベトナム国家大学法学部日本法講座
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２「成果（物）」

① ハード

・法典自体

・マニュアル 

 「刑事検察官マニュアル」

「判決書マニュアル」

・教科書

 国家司法学院教科書

   「民法」

   「民事訴訟法」

   「民事手続実務」

   「刑事手続実務」
 ベトナム国家大学日本法講座教科書

「日本の法律用語」

・その他資料

「判例制度導入への提言」

② ソフト

・本邦研修

・現地セミナー

・ワークショップ

・日常的なアドバイス等

☆ ベトナム側作成資料

・研修、セミナー毎に作成される

報告書

・担当者等による上層部への報告書
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３ 「普及・伝播」

① 普及の客体・方法

ａ ハード

・法典 → 官報等出版物

・マニュアル・教科書等 → 配布

・その他 → 資料化・配布

ｂ ソフト

・研修・セミナー等での議論の深化

   → 報告書・資料化・配布

   → 法律関係文書・書籍等の内

容への反映

   → 起草担当者による外部へ

の説明への反映

   → 教育機関・教育担当官の講

義内容等への反映

② 普及・伝播の態様

ａ 垂直方向への伝播

・上方への伝播

→ 幹部、政府（裁判所・検察院）、

国会専門委員会、国会常任委

員会、国会本会議

・下方への伝播

   → 下部機関、地方機関等

ｂ 水平方向への伝播

 → 同僚・他省庁関係者等

1
5
4
 



４ 留意すべき点

①  何を普及させるべきなのか

②  「無形」成果物の重視

③ 双方向的議論の重視

④  普及を「受ける側」への支援
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